
【調査に当たっての条件

設定（調査票より抜粋）】

※本年、「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査として、「リサーチ・アドミニ
ストレーターの整備状況等について」の作成協力を要請。
※本年、「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査として、「リサーチ・アドミニ
ストレーターの整備状況等について」の作成協力を要請。

ＵＲＡシステム整備についての現状①
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

0④機関の独自経費等で雇用しＵＲＡとしての業務に従事させているが、その時間が全業務時間の半分未満である者。

※本関連調査は、我が国の大学等でＵＲＡが必要とされている反面、ＵＲＡの整備は不十分であるとされる状況を具体的に承知す
るため、「リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備」事業の平成２３年度からの開始に合わせ、大学等におけ
るＵＲＡ職の中心的な部分を捉えるための調査項目を設定しています。

○リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）とは
※本調査におけるURAとは、大学等において、研究者とともに（専ら研究を行う職とは別の位置づけとして）研究活動の企画・マネジ
メント、研究成果活用促進を行う（単に研究に係る行政手続きを行うという意味ではない。）ことにより、研究者の研究活動の活性化
や研究開発マネジメントの強化等を支える業務に従事する人材を指すこととします。
例えば、以下のようなものがURAの業務として考えられます。
①研究戦略推進支援（政策情報等の調査分析、研究力の調査分析、研究戦略策定）
②プレ・アワード（研究プロジェクト企画立案支援、外部資金情報収集、研究プロジェクト企画のための内部折衝活動、研究プロジェ
クト実施のための対外折衝・調整、申請資料作成支援）
③ポスト・アワード（研究プロジェクト実施のための対外折衝・調整、プロジェクトの進捗管理、プロジェクトの予算管理、プロジェクト評
価対応関連、報告書作成）
④関連部門（教育プロジェクト支援、国際連携支援、産学連携支援、知財関連、研究機関としての発信力強化推進、イベント開催関
連、安全管理関連、倫理・コンプライアンス関連）

（注）この内容は、平成２３年度から文部科学省で実施している補助金事業「リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステ
ムの整備」（リサーチ・アドミニストレーションシステムの整備）（以下関連調査　様式１２において「ＵＲＡ配置支援補助金」という。）
公募要領の「（２）事業の目的」からの引用と、東京大学「『リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備（スキル
標準の作成）』成果報告書」を基に作成しています。

１．貴機関において、上記の【リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）とは】に該当する人材を「ＵＲＡとして配置」している状況（平成２６年
度末時点）について回答してください。その際、本調査において、「ＵＲＡとして配置」している者（職名をＵＲＡとしていない場合も含む）
は、以下の①～③のいずれかに該当する者とします。

①「ＵＲＡ配置支援補助金」、「研究大学強化促進費」で雇用したＵＲＡ。
②①以外の経費で雇用し、ＵＲＡとしての業務に専念専従させている者（①に準ずる者）。
③①以外の経費で雇用し、全業務時間の半分以上をＵＲＡとしての業務に従事させている者。

以下の④に該当する者（職名をＵＲＡとしている場合も含む）については、本調査における集計の性格上、「ＵＲＡとして配置」には含
めないようにしてください。
なお、④に該当する者を、貴機関においてＵＲＡとして位置づけていただくことを否定するものではありません。

【関連調査　様式１１について】
※本関連調査は、貴機関において「リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保」に最も関連が深いと考えられる部署において実績
等を調査し作成してください。
（想定している部署）大学等の研究推進部課、研究協力部課、産学官連携推進部課、．．．．等



【調査結果の例】 （）は前年度の数

○「ＵＲＡとして配置」と整理する者が「いる」と回答した機関数 ８８機関（６９）

○「ＵＲＡとして配置」と整理する者の内訳

※①～③のうち、８０％程度はＵＲＡ業務に専念専従している者であると考えられる。

○「ＵＲＡとして配置」と整理する者の性別、年齢構成

①→「ＵＲＡ配置支援補助金」、「研究大学強化促進
費」で雇用したＵＲＡ

②→①以外の経費で雇用し、ＵＲＡとしての業務に
専念専従させている者（①に準ずる者）

③→①以外の経費で雇用し、全業務時間の半分以
上をＵＲＡとしての業務に従事させている者

男女比は、男性が
約６５％を占めてい
る。

年齢構成について
は、約６５％が４０
歳代以下で構成さ
れている。

ＵＲＡシステム整備についての現状②
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）
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種別 人数 雇用経費 人数

ＵＲＡ配置支援補助金 75人

研究大学強化促進費 207人

機関の運営経費 210人

外部資金 146人

機関の運営経費 121人

外部資金 32人

合計 791（696）人

282（241）人

356（310）人

153（145）人

①に該当する者

②に該当する者

③に該当する者

64%

36% 男性

女性

35%

30%

15%

20% 39歳以下

40～49歳

50～59歳

60歳以上

種別 男性 女性 小計

①に該当する者 185人 97人 282人

②に該当する者 220人 136人 356人

③に該当する者 103人 50人 153人

合計 508人 283人 791人

種別 39歳以下 40～49歳 50～59歳 60歳以上 小計

①に該当する者 88人 86人 44人 64人 282人

②に該当する者 125人 108人 52人 71人 356人

③に該当する者 61人 42人 26人 24人 153人

合計 274人 236人 122人 159人 791人



【調査結果の例】

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の雇用期間の定めの推移

ＵＲＡシステム整備についての現状③
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

平成２６年度平成２５年度

平成２５年度と比較して、期間の定めのある雇用形態が増加
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この条件設定では、プレ・
アワード、ポスト・アワード、
研究戦略推進支援を担当
するＵＲＡが多い。

研究戦略推進支援：
国の科学技術政策の調査分析や学内研究資源の把握等以下のよう
な
業務を指します。
政策情報等の調査分析/研究力の調査分析/・研究戦略策定

プレ・アワード業務：
プロジェクトの企画から設計、調整、申請までを担う以下のような業務
を
指します。
研究プロジェクト企画立案支援/外部資金情報収集/研究プロジェクト
企画のための内部折衝活動/研究プロジェクト実施のための対外折衝
・調整/申請資料作成支援

ポスト・アワード業務：
プロジェクト採択後の適正な運営に関する以下のような業務を指しま
す。
研究プロジェクト実施のための対外折衝・調整/プロジェクトの進捗
管理/プロジェクトの予算管理/プロジェクト評価対応関連/報告書作成

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の職務従事状況

【調査結果の例】

ＵＲＡシステム整備についての現状④
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

主としてプレ・
アワード担当

主としてポス
ト・アワード
担当

研究戦略推
進支援担当

プレ・アワー
ド及びポス
ト・アワード
担当

プレ・アワー
ド及び研究
戦略推進支
援担当

ポスト・ア
ワード及び
研究戦略推
進支援担当

プレ・アワー
ド、ポスト・ア
ワード、研究
戦略推進支
援担当

その他 小計

①に該当する者 １４人 １９人 １２人 ２８人 ７３人 ６人 ８３人 ４７人 ２８２人

②に該当する者 ３７人 ７０人 ９人 ６９人 ３４人 ２人 ９０人 ４５人 ３５６人

③に該当する者 １１人 １９人 １２人 ２３人 ２５人 ５人 ３３人 ２５人 １５３人

合計 ６２人 １０８人 ３３人 １２０人 １３２人 １３人 ２０６人 １１７人 ７９１人
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略推進支援担当
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【調査結果の例】

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の前職の推移

前職が公的研究機関の者の割合が増加。

ＵＲＡシステム整備についての現状⑤
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

【所属機関別】

平成２５年度 平成２６年度
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【調査結果の例】

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の前職の推移

75

141

68

40 36

228

18

39
54

80

195

64

45 42

232

24
38

71

0

5

10

15

20

25

30

35

0

50

100

150

200

250

％

人

H25

H26

H25構成比率

H26構成比率

ＵＲＡシステム整備についての現状⑥
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

【職種別】

平成26年度は研究職の構成比率が高くなった。
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【調査結果の例】 ○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の前職の推移

①～③で分類した場合：
①において、公的研究機関の比率が増加。
②において、大学等及び民間企業は概ね同率であり、研究
職からの転入者が増加。
③において、事務系職員の比率が減少。

ＵＲＡシステム整備についての現状⑦
（「平成２６年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

①→ 「ＵＲＡ配置支援補助金」、「研究大学強化促進費」で雇用したＵＲＡ
②→①以外の経費で雇用し、ＵＲＡとしての業務に専念専従させている者（①に

準ずる者）
③→①以外の経費で雇用し、全業務時間の半分以上をＵＲＡとしての業務に従

事させている者

平成２５年度 平成２６年度
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